
都市ごとに異なるインプットデータはユーザーであ

る地方公共団体側で用意することとし、全国での活

用の容易さと地域特性の反映とを両立するツールと

なることを目指して開発を行っている（図 ）。

推計手法の仕組みは、インプットデータから個人

データを生成する段階、行動モデルによりトリップ

を推計する段階の 段階で構成され、国が実施してい

る小規模調査（全国 調査データ）をもとにモデル

のパラメータを作成している。また行動モデルは、

人の一日の行動の各要素（ツアー、立寄り等）を小

モデルとして構築される（図 ）。

３．推計手法による概略推計および検証の結果

令和 年度に、再現性検証のため山形都市圏を対象

に大まかな推計も行い、実測データ（平成 年山形

都市圏 調査結果）との比較を行った。元データの

時点は異なるものの、個人データ生成については概

ね再現性を示す結果となった（図 ）。

次に、トリップの数および分布を比較したところ、

概ね再現性が確認された（図 ）が、全国 のサン

プルは限られた調査区から抽出されるためか、特定

施設や特定箇所（駅等）での再現性に課題が見られ、

引き続き手法の精度向上が必要な結果となった。

４．今後の取組み

今回、推計手法の意義や大まかな妥当性は確認で

きたが、今後は、①精度向上により人々の生活像を

把握・推計でき、②施策の違いによる効果等の差が

表現され、政策評価が可能となり、③従来調査では

対応しにくかった、都市圏外からの来訪者の行動も

考慮できる、都市全体の行動把握・推計が可能なツ

ールとなることを目指して研究に取り組んでいく。

☞詳細情報はこちら

図 推計手法における行動モデルの仕組み

図 個人データ生成結果の再現性の検証

図 トリップデータ推計結果の再現性の検証（例：買物目的）
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（キーワード） 新たな生活様式、都市機能、パブリックスペース、パブリックスペースの連携効果 

１．研究の背景及び目的 

ライフスタイルが多様化するに伴い、都市に求め

られる機能が多様化しており、都市施策もこれらに

対応していくことが重要である。これを受け、各地

には、ウォーカブルな空間形成等様々な取組を行う

拠点が存在するが、これらの効果を高めるには、複

数拠点間の連携が必要と考えられる。そこで、新た

な生活様式等を踏まえた都市に求められる機能を整

理するとともに、人々の活動拠点となるパブリック

スペース（以下、PS）に着目し、それらが連携する

ことによる効果を把握する方法の構築を目指す。 

 

２．都市に求められる機能の整理 

既往文献整理等から、基本的な都市機能、新たな

生活様式等を踏まえた都市に求められる機能、PSが

担う機能を整理した。このうち、PSが連携すること

により見込める効果（以下、PS連携効果）として、 
 
 
 

 
画像出典：豊島区HP、東京都防災HP 

 

ウェルビーイング、地域活性化、防災レジリエンス、

低炭素化について検討を行うこととした（図-1）。 

 

３．インタビュー調査等によるPS連携効果の把握 

前出の観点から、PS連携効果の有無、その要因等

を検証するため、横浜市、金沢市、岡崎市の中心部

において、自治体ヒアリングと平休日の各1日で計約

200件のインタビュー調査を実施した。その結果、市

内在住者には、PSが複数拠点あることにより、生活

環境・生活満足度の向上や行動範囲・活動内容の広

がり等のウェルビーイングや地域活性化の効果が見

込めるとともに、都市空間特性により変化する行動・

意識が異なること等が明らかになった（図-2）。 

 

４．まとめ 

今後は、前出の分析を継続するとともに、連携効

果を把握するための評価項目・評価指標等を明らか

にし、国総研資料としてとりまとめる予定である。 

 

 

 

主任研究官 室長 
 

交流研究員 

図-1 PS連携効果のイメージ（池袋副都心地区） 

図-2 調査対象エリア全体のつながりによって感

じる行動や意識の変化（市内在住者回答分） 
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